
事業事前評価表 

 

国際協力機構 産業開発・公共政策部産業・貿易第一課 

１．案件名                                                 

 国 名： パレスチナ 

 案件名： 零細中小企業向けビジネス開発サービス強化プロジェクト 

 Project for Business Development Service (BDS) Enhancement for MSMEs 

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における零細中小企業セクターの現状と課題 

パレスチナには約 11 万社の企業が存在し、うち 97%は従業員 20 名未満の零細中

小企業である。零細中小企業のGDPへの貢献度は 24%程度で推移しているが、労働

者の 87%の雇用を占めるなど、雇用創出源として重要な役割を果たしている。パレス

チナの安定した国家建設のためには、このようにパレスチナの社会・経済において重

要な役割を果たす零細中小企業の育成・強化が喫緊の課題となっている。一方、パ

レスチナでは失業率が 20％前後で推移しているほか、パレスチナの零細中小企業は、

脆弱な経営基盤、経営管理能力の不足、マーケット情報の不足、金融アクセスの欠

如等、様々な課題を抱えている。 

パレスチナ市場は限られていることから、多くの企業が新規市場開拓のため海外

への輸出の必要性を感じており、マーケティングや品質改善に関する研修やアドバイ

ス、コンサルテーションの必要性が認識され始めており、こういったニーズは増加傾

向にある。その一方で、パレスチナにおいては、ビジネス研修、コンサルテーション等

の零細中小企業向けのサービスはあるものの、安価なサービスについてはその研修

内容のレベル等の質が悪く、また質の良いサービスは高価なため、多くの零細中小

企業が受けられないという課題がある。本プロジェクトにおいては、マーケティングや

品質・生産性向上等に関して質の高いビジネス開発サービス 1（BDS: Business 

Development Service）を零細中小企業へ提供できるナショナルエキスパート（定義に

ついては、４．（２） ２）を参照）を育成するものであり、パレスチナ企業のニーズに合

致している。 

 

（2）当該国における零細中小企業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

パレスチナ自治政府の開発計画（National Development Plan 2011-2013）においては、

ガバナンス、社会セクター開発、経済開発、インフラ整備を主要な政策課題としている。

中でも経済セクターの戦略目的においては、パレスチナ製品やサービスの競争力の

1 ビジネス開発サービス（BDS）とは、企業向けのセミナーや企業への診断や指導などのサービス

を総称したものをいう。 

技プロ用 
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強化等を掲げている。より具体的には、2010 年 4 月に、パレスチナ自治政府は、零細

中小企業育成のための政策枠組み案を策定し、その中で零細中小企業のマーケット

へのアクセス改善、ビジネス開発サービスへのアクセス改善等が政策の柱として掲

げており、本プロジェクトの目指す目標や活動と整合している。 

 

（3）零細中小企業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の産業開発分野におけるパレスチナに対する援助方針は、「輸出振興も念

頭に置いて有望な産業の開発を支援するもので、特に「平和と繁栄の回廊」構想の

中核的事業であるジェリコ農産加工団地（JAIP: Jericho Agricultural Industrial Park）

の起動・開発に焦点を当てつつ、私企業の大半を占める零細・中小企業の底上げに

向けた取組を支援するもの」である。 

当該分野におけるジェリコ農産加工団地に関する支援（ジェリコ農産加工団地のた

めの PIEFZA 機能強化プロジェクト）は 2010 年より行っており、「平和と繁栄の回廊」

構想に関する活動は実施されているものの、これまで零細・中小企業の経営能力の

底上げに向けた取り組みはなされていなかった。本プロジェクトは、当該取り組みに

資すると共に、日本政府によって提唱された「平和と繁栄の回廊」構想を支えるもの

であり、日本の援助政策と整合している。また、日本政府は 2010 年 7 月の日・パレス

チナ・ハイレベル協議において，上述のパレスチナ自治政府の開発計画

（2011-2013）に基づき，今後 3 年間の重点分野を 7 分野（中小企業支援・貿易促進，

農業，観光，地方自治，財政，上下水，保健）とすることに合意しており、本プロジェク

トは日本政府のパレスチナ支援方針とも整合している。 

 

（4）他の援助機関の対応 

民間セクター支援の分野においては、世界銀行（WB）、ドイツ国際協力公社（GIZ）、

フランス開発庁（AFD）等が支援を実施している。 

世界銀行のプロジェクトにおいては、国民経済庁（MONE: Ministry of National 

Economy）を実施機関とし、政策面における支援、特に民間セクター開発戦略を策定

する予定である 

GIZ は商工会議所の人材育成のプロジェクトを含む、当該セクターでの支援を検

討・実施している。その具体的な内容としては、主に商工会議所間の情報通信技術

ネットワークの構築とデータ整備、商工会議所の運営にかかる人材育成を中心に行

っている。また、過去には産業団体連盟（PFI: Palestinian Federation of Industries）へ

の支援を行い、2012 年 4 月にはファイナルレスキュープランというレポートを策定して

PFI の立て直しを行っている。 

さらに、AFD が現在実施しているクラスタープロジェクトにおいては、2012 年から 4

年間の計画で、クラスターのコーディネーターの育成・指導をしつつ、同業者によるク
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ラスターを企業レベルからのボトムアップアプローチで形成する手法を 4～6 程度のセ

クターをターゲットとして試行する計画である。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、パレスチナにおいて零細中小企業へ BDS を提供する主体となるナショ

ナルエキスパートを、研修を通して育成し、プロジェクトにおいて実施する研修の成果

をパレスチナ西岸全土へ波及させるための仕組みを整えることにより、パレスチナに

おける零細中小企業に対する質の高いBDS提供体制の整備を図り、もって零細中小

企業の振興に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

パレスチナ西岸（ラマッラ、ヘブロン、ナブルス等） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

下記団体の職員及びそのメンバー企業 

 MONE 

 商工会議所連盟（FPCCIA）、商工会議所（CCIAs: Chambers of Commerce, 

Industry and Agriculture） 

 PFI、産業近代化センター（IMC: Industrial Modernization Center）、産業団体

（Unions） 

 産業団地フリーゾーン庁（PIEFZA: Palestinian Industrial Estates and Free Zones 

Authority） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 3 月～2016 年 3 月を予定（計 36 ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

2.4 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

 MONE 

 FPCCIA 

 PFI 

 

（7）投入（インプット） 
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1）日本側 

① 専門家派遣（合計 42 M/M） 

 チーフアドバイザー／BDS トレーナー 

 短期専門家／経営管理・財務管理、マーケティング・販売、生産管理・販売管

理、企業診断 

 業務調整員 

② カウンターパートの本邦研修 及び／または第三国研修 

 本邦研修（ナショナルエキスパートのトレーナーズトレーニング（TOT）研修） 

 第三国研修（ナショナルエキスパートの TOT 研修） 

③ 機材供与 

 オフィス機器等 

 車輌 

④ セミナー・ワークショップ・OJT 実施経費（パレスチナ側と分担） 

 

2）パレスチナ側 

① カウンターパート 

 プロジェクト・ディレクター：  

MONE 産業開発局長 

 副プロジェクト・ディレクター：  

MONE 民間セクター開発局長 

 プロジェクト・マネージャー： 

FPCCIA 会頭 

PFI 代表  

  MONE, FPCCIA, PFI の実務担当職員 

 ナショナルエキスパート候補者 

 

② プロジェクト事務所 

 メインオフィス： FPCCIA （ラマッラ） 

 サブオフィス： PFI(ラマッラ)、ヘブロン商工会議所、ナブルス商工会議所 

③ 機材関連 

 供与機材の維持費 

④ セミナー・ワークショップ・OJT 実施経費（日本側と分担） 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

１）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 
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②カテゴリ分類の根拠 

本事業は、特段の環境影響が予見されないセクターであり、かつ「JICA 環境社会

配慮ガイドライン」（2010 年4 月制定）に掲げる影響を及ぼしやすい特性や影響を

受けやすい地域に該当しないため、カテゴリＣに該当する。 

２）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

 ジェリコ農産加工団地のための PIEFZA 機能強化プロジェクト 

現在、ジェリコ農産加工団地（JAIP: Jericho Agricultural Industrial Park）の操業

開始に向けて、実施機関である PIEFZA の工業団地開発・運営に関する能力強化

の支援を行っている。 

本プロジェクトは上記プロジェクトを中心とする日本政府の JAIP 開発支援と連携

させ、本プロジェクトの活動の中に JAIPの発展に寄与する活動を組み入れる。（企

業診断の OJT 研修やオープンセミナー等） 

 

 東アジア諸国と連携したパレスチナ支援（マレーシア、インドネシア等による第

三国研修） 

本プロジェクトでは、本邦研修に加え、マレーシアおよびインドネシア等の東アジ

ア諸国とも連携し、これら諸国が実施する中小企業振興に関する第三国研修も本

プロジェクトのカウンターパート研修の一環として実施する。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

 WB：Government Services for Business Development Project 

 GIZ：Private Sector Development Program 

 AFD：Palestinian Clusters Project 

WB プロジェクトは MONE の零細中小企業育成政策立案と人材育成の観点から、

GIZ プロジェクトは FPCCIA 及び PFI（傘下の産業連盟を含む）の能力向上の観点

から、AFD プロジェクトは零細中小企業の競争力強化の観点から、本プロジェクト

と密接に連携するプロジェクトとして相互に協調して実施し、相乗効果を発現させ

ていく。 
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４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標： 

パレスチナ全土の零細中小企業が質の高い BDS を受ける。 

＜指標＞ 

 XX2社が育成されたナショナルエキスパート 3による BDS を受ける。 

 ナショナルエキスパートによって育成された BDS 提供者 4が XXX2人になる。 

 ナショナルエキスパートによる BDS を受けた零細中小企業の満足度が高まる。 

 

2）プロジェクト目標： 

育成されたナショナルエキスパートにより、零細中小企業に対して質の高いBDSが提

供される仕組みが整う。 

＜指標＞ 

 研修コースを修了したナショナルエキスパートが 15 人育成される。 

 ナショナルエキスパートによる企業への診断・指導の実施に関する活動計画（コ

ンサルテーションアクションプラン）が、テクニカルコミッティ（TC）に承認される。 

 他の BDS 提供機関における BDS 提供者の育成に関する活動計画（アウトリーチ

アクションプラン）が、TC に承認される。 

 

3）成果及び活動： 

＜成果１＞ 

プロジェクトの運営管理体制が整備される。 

＜指標＞ 

 プロジェクトのガイドラインが合同調整委員会（JCC）に承認される。 

 TC の設置が JCC に承認される。 

＜活動 1＞ 

活動 1-1：現状の BDS の提供・斡旋機関並びに零細中小企業に関するベースライン

調査及び BDS へのニーズ調査を実施する。 

活動1-2：カウンターパート機関における関係者間の役割分担及びBDSの提供・斡旋

機関における実施体制を検討・確定する。 

活動 1-3：TC のメンバーを検討・確定し、TC を設置する。 

活動 1-4：他ドナー（世界銀行、GIZ、AFD 等）との連携を担当するカウンターパート機

2 本プロジェクト開始後に実施するベースライン調査により「XX」の数値を明確にする。 
3ナショナルエキスパートとは、本プロジェクトで実施される BDS に関する研修を修了した人材をい

う（4.(2) 2)に詳述）。 
4 ここでいう BDS 提供者とは、プロジェクトにおいて育成されたナショナルエキスパートによる指導

を受けることにより、新たに企業へ BDS を提供できるようになった者をいう。4.(2) 2)に詳述する。 
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関の担当者を決定し、他ドナーとの連携の方法について検討する。 

 

＜成果２＞ 

零細中小企業へ BDS を提供すると共に他の BDS 提供機関（本プロジェクトにおいて

研修を受講しなかった機関）への研修を行うナショナルエキスパートが育成される。 

＜指標＞ 

 BDSに関する研修（講義及び企業診断・指導のOJT）をXX人（延べ人数）が受講

する。 

 研修受講者（ナショナルエキスパート候補者）が、BDS に関する研修の終了後に

開催されるオープンセミナーにおいて講演する。 

 

＜活動 2＞ 

活動 2-1：デモセミナー（アウェアネスキャンペーン）を計画・実施する。 

活動 2-2：BDS に関する研修（講義及び企業診断・指導の OJT）の方針・計画を策定

する。 

活動 2-3：BDS に関する講義（ビジネスコース及びテクニカルコース）を実施する。 

活動 2-4：モデル企業の選定 5と企業診断・指導の OJT を実施する。 

活動 2-5：ナショナルエキスパートによる、研修成果を普及するオープンセミナーの企

画及び講演を行う。 

 

＜成果 3＞ 

企業への BDS 提供に関する活動計画（コンサルテーションアクションプラン）が策定さ

れる。 

＜指標＞ 

 BDS の提供方法について活動計画に記載されている。 

 企業へのBDS提供が確実に実施されているか（コンサルテーションが実施されて

いるか）に関してのモニタリングの体制について活動計画に記載されている。 

 

＜活動 3＞ 

活動 3-1：ナショナルエキスパートが零細中小企業へ BDS を提供する方法を検討・確 

      立する。 

活動 3-2：BDS 提供に関するモニタリング体制を検討・確立する。 

 

＜成果 4＞ 

他の BDS 提供機関における BDS 提供者の育成に関する活動計画（アウトリーチアク

5 モデル企業の選定は、TC によって行われる。 
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ションプラン）が策定される。 

＜指標＞ 

 他のBDS提供機関におけるBDS提供者の育成方法が活動計画に記載されてい

る。 

 他の BDS 提供機関において BDS 提供者が育成状況のモニタリング体制につい

て活動計画に記載されている。 

 

＜活動 4＞ 

活動 4-1：他のBDS提供機関におけるBDS提供者の育成に関する方法を検討・確立 

       する。 

活動 4-2：他の BDS 提供機関における BDS 提供者の育成に関してのモニタリング体

制を検討・確立する。 

 

(2)プロジェクト実施上の留意点 

1)研修の内容 

本プロジェクトにおいてナショナルエキスパートを育成するために実施する

BDS に関する研修には、①講義と②企業診断・指導（コンサルテーション）の OJT

の 2 種類がある。 

講義とは、日本人専門家が現地のナショナルエキスパート候補者に対して

BDS に関する講義を座学形式で行うことを想定しており、ナショナルエキスパート

がBDSに関する基本的な知識を身に付けることを目指している。具体的には、①

経営管理と財務管理、②マーケティングと販売、③生産管理と販売管理、④企業

診断、の 4 種類の講義を予定している。この中で、①②④の講義を実施するコー

スをビジネスコースと定義し、FPCCIA がそのコースの運営の責任を負うこととす

る。また、③④の講義を実施するコースをテクニカルコースと定義し、PFI がその

コースの運営の責任を負うこととする。 

企業診断・指導（コンサルテーション）の OJT とは、日本人専門家がナショナル

エキスパートと共に現地の零細中小企業へ訪問し、その企業の診断及び指導を

OJT 形式により実施することを想定しており、ナショナルエキスパートのコンサル

テーション能力を強化することを目指している。具体的には、上記講義と同様に、

①経営管理と財務管理、②マーケティングと販売、③生産管理と販売管理、④企

業診断の 4 つの観点から企業診断及び指導を行うこととする。 

また、講義とコンサルテーション OJT を開始する前に日本人専門家による「デ

モセミナー」（企業向け BDS の概略を説明するもの）を開催する予定であり、この
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デモセミナーに興味を持った商工会議所等の職員が上記の BDS に関する研修

に参加する。そして、その研修修了後に研修受講者が、デモセミナーと同様のセ

ミナー（本プロジェクトでは「オープンセミナー」と呼ぶ）を企画・講演する。さらに、

このオープンセミナーに興味を持った商工会議所等の職員が第2フェーズのBDS

に関する研修に参加し、この研修修了後に第 2 回オープンセミナーを実施する。 

なお、小規模な商工会議所や産業団体は、その組織内に企業向け BDS の提

供の役割を担う者を配置し育成することが困難であるため、本プロジェクトにおい

ては、これらの組織が外部リソース（NGO、大学、民間コンサルタント）を活用する

手法、具体的には外部リソースとしてどのような機関が存在するか調査する等、

についても研修項目に入れることを想定している。 

 

2)「ナショナルエキスパート」の定義 

「ナショナルエキスパート」とは、本プロジェクトで実施される BDS に関する研修

（①講義及び②企業診断・指導のOJT）を修了し、最終的に日本人専門家が実施

したデモセミナーと同様の形でオープンセミナーの企画・講演を自ら行うことがで

きるようになった人材のことを言う。ナショナルエキスパートの候補者は、各地の

商工会議所や IMC、産業団体の職員等を想定しており、プロジェクト活動の序盤

に日本人専門家が実施する企業向けのデモセミナーに出席し、その出席者に本

プロジェクトで実施される研修への参加を募り、MONE, FPCCIA 及び PFI にて受

講者を最終的に選定する。 

ナショナルエキスパートは、基礎的な経営管理と財務管理、マーケティング、販

売、生産管理、販売管理、企業診断等に関する知識を身に付けることが期待さ

れている。そしてその責務は、零細中小企業への質の高い BDS の提供（各種セ

ミナーや企業診断・指導等）と、本プロジェクトで実施される研修に参加しなかっ

た組織（「他の BDS 提供機関」という）の職員への研修の実施（この活動をアウト

リーチという）の 2点である。なお、上位目標の指標として記載されている「BDS提

供者」とは、本プロジェクトで実施された研修によって育成されたナショナルエキ

スパートが他の BDS 提供機関の職員をさらに育成した結果、企業へ BDS を提供

できるようになった者をいう。 

 

3)プロジェクト目標と各成果の因果関係 

成果 1は、本プロジェクト実施のための体制整備を行うものであるが、本プロジ
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ェクトにおける活動内容について各関係機関の本来業務としての位置付けをより

明確にすることを念頭に置いている。 

成果 2 は、成果 1 で整備された体制下において、「ナショナルエキスパート」を

育成することを目的としており、そのために後述の BDS に関する研修を実施す

る。 

成果 3 及び成果 4 は、成果 2 に関する活動により育成されたナショナルエキス

パートが、①零細中小企業に直接的に質の高い BDS を提供できる（「コンサルテ

ーション」に該当）ようにすると共に、②他の BDS 提供機関に所属する BDS 提供

者を育成する（「アウトリーチ」に該当）ことを目的としている。具体的には、零細中

小企業への診断・指導（コンサルテーション）の実施に関する活動計画（コンサル

テーションアクションプラン）と、他のBDS提供機関においてBDS提供者を育成す

るための活動計画（アウトリーチアクションプラン）を策定（草案の作成）するもの

である。 

すなわち、成果 2に関する活動により育成されたナショナルエキスパートが、成

果 3 により策定されるコンサルテーションアクションプランに基づき、そのナショナ

ルエキスパートが属する地域の零細中小企業へ質の高い BDS を提供する準備

が整う。また、成果 4 により策定されるアウトリーチアクションプランに基づき、ナ

ショナルエキスパートが他の BDS 提供機関に対し研修を行う準備が整う。これに

より、育成されたナショナルエキスパートが属しない地域の零細中小企業へも将

来的に質の高い BDS が提供されることとなる。よって、成果 1～4 を通じて、プロ

ジェクト目標である「育成されたナショナルエキスパートにより、零細中小企業に

対して質の高い BDS が提供される仕組みが整う。」が達成される見込みである。 

 

4)本プロジェクトの実施体制 

プロジェクトの円滑な実施運営のために、関係機関および関連民間団体により

合同調整委員会（JCC：Joint Coordinating Committee）及びテクニカルコミッティ

(TC)を設置する。JCC は、プロジェクトの主体的責任者としてプロジェクトの方針

決定を含む最終決定機関とする。また TC は、MONE, FPCCIA, PFI 各機関のディ

レクターをはじめとした職員で構成し、プロジェクトの監理を行う。 

TCの調整の下、商工会議所、IMC、産業団体からナショナルエキスパート候補

者を選定し、その候補者にBDSに関する研修を実施し、将来的にBDSの提供者

となる「ナショナルエキスパート」が育成される。よって、TC はプロジェクトの実施
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主体であり、商工会議所、IMC、産業団体は、本プロジェクトは受益者と位置付け

られる。そして、将来的に商工会議所、IMC、産業団体から BDS の提供を受ける

零細中小企業は上位目標における受益者と位置付けられる。 

なお、対象地域や研修を受講する商工会議所、産業団体等は限定することな

く、FPCCIAおよび PFI が選定するすべての組織からナショナルエキスパート候補

者が参加できることとした。 

 

5)各指標の目標値の設定 

各指標の基準値・目標値については、プロジェクト開始 6 か月以内を目処にベ

ースライン調査を実施し、その結果に基づきプロジェクト関係者で協議・検討を行

い、最終的に JCC で承認する予定である。 

 

（３）その他インパクト 特になし 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

 パレスチナの治安状況が悪化しない。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

 関係機関の協働体制が失われない。 

 関係機関の予算確保が悪化しない。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 育成されたナショナルエキスパートが離職しない。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

 パレスチナ自治政府の中小企業振興にかかる政策の方向性が変更されない。 

 国際的な政治・経済状況の影響を受け、パレスチナ経済が大幅に悪化しない。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、パレスチナの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致し

ており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
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７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

 エジプト国「生産性・品質向上センタープロジェクト」（2007 年～2011 年） 

同案件は貿易産業省の傘下に生産性・品質向上センター（カイゼンセンター）

を設立し、同センターの企業向けサービスの能力強化を図るものであったが、セ

ンターの設立自体に労力がかかったことや、首都にあるセンターだけでは産業界

全体へのインパクトの面で課題があったという教訓が得られている。 

これを踏まえ、本プロジェクトでは、既存の組織体制を活用することにより、セ

ンターを新規設置する労力を省くとともに、またプロジェクト終了後に本プロジェク

トの研修に参加できなかった他のBDS提供機関においてBDS提供者を育成する

ことにより、産業界全体へのインパクトの発現可能性を高めることを図る。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3～5 年後 事後評価 

以 上 
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